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「自然と歴史と人が輝く未来都市」 

～潤いと活力を次世代へ継ぐ、夢創造都市をめざして～ 

 

 

 本市は、平成 20 年 3 月に神埼市総合計画を策定し、「自然と歴史と人が輝く未来都市」

を将来都市ビジョンとして定め、まちづくりを進めてきました。平成 24 年度をもって総合

計画のうち前期基本計画が計画期間の終了を迎えたことから、平成 25 年度から平成 29 年

度までの新たなまちづくりの展開に向けて、基本的な施策やその方向性をまとめた「神埼

市後期基本計画」を策定しました。 

 現在、日本の社会は、大きな転換期を迎えており、少子・高齢化や環境問題といった諸

課題への対応に加えて、東日本大震災以降は、新たなエネルギー対策や安全・安心なまち

づくりへの取り組みが強く求められております。 

 このような中、様々な諸課題に対応し、まちづくりの未来像を実現するためには、行政

はもちろん、市民、地域や CSO(市民社会組織)、企業等がそれぞれの役割分担や連携・協

力し一緒に取り組んでいく「協働のまちづくり」が不可欠であります。 

 今回の計画では、市民ニーズや社会経済情勢の変化を踏まえ、均衡ある地域社会の発展

の実現を目指すため、実効性のある施策を総合的に展開し、本計画の将来像を実現するた

め全力を尽くす所存でありますので、市民の皆様のご理解とご協力をお願いします。 

 本計画の策定にあたって、熱心にご審議いただきました総合計画審議会委員の皆様、ア

ンケートにご協力いただきました市民の皆様をはじめ、貴重なご意見・ご提言をお寄せく

ださいました皆様に心からお礼と感謝を申し上げます。 

 

平成 25 年 3 月 

神埼市長 松本 茂幸 
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１ 計画策定の意義 

『神埼市総合計画』は、地域状況や市⺠のニーズ、さらには神埼市を取り巻く社会経済情勢等を踏まえる
中で、本市がめざすべき都市像（都市ビジョン）とその実現に向けた考え方・方策をより明確化・具体化すると
ともに、神埼市の計画的・総合的かつ持続的な⾏政運営を推進していくための指針として、策定するものです。 

 

２ 総合計画の構成 

『神埼市総合計画』は、「基本構想」「基本計画」及び「実施計画」によって構成します。 
 

基本構想 

市政運営を総合的かつ計画的に⾏う指針となるもので、概ね 10 年間の⻑期的視点に⽴った神埼市のまち
づくりの方向性を示しています。まちづくりの基本理念、神埼市のめざすべき将来都市像及びそれを達成するた
めに必要な施策の大綱を明らかにするものです。 

「基本構想」の計画期間は、平成 20 年度から平成 29 年度までの 10 年間とします。 
 

基本計画 

「基本構想」に掲げる将来像を実現するため、今後 10 年間で取り組むべき主な施策等について、その展開
の考え方等を示すものです。実効性のある計画とするため、可能な限り具体的な目標・指標を設定するものとし
ます。 

基本計画は、⻑期的視点に⽴った「基本構想」の実現を中期的視点から具体化するため、平成 20 年度か
ら平成 24 年度までの５年間を計画期間とする「前期基本計画」及び平成 25 年度から平成 29 年度を計画
期間とする「後期基本計画」によるものとします。 

 

実施計画 

「基本計画」に示された主要事業の具体的な実施内容を明らかにするもので、神埼市における毎年度の予
算編成・組織機構・人事計画などの経営方針となるものです。「基本計画」に掲げられた事業の実効性を担保
するため、財政計画との整合を図り、可能な限り具体的な事業内容・財源・時期などを示すものとします。 

計画期間は３年間とし、毎年度の事業の評価･検証を⾏いながら⾒直しするローリング方式により事業の進
⾏管理を⾏うこととします。 
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■総合計画の計画期間 

 

平成(年度) 

2 0  2 1  2 2  2 3  2 4  2 5  2 6  2 7  2 8  2 9 

基本構想 [10 年間] 

  

 

 

 

 

 

 

後期基本計画 [5 年間] 前期基本計画 [5 年間] 




